
現業用ＮＨＭにおける時間積分の安定化 
斉藤和雄（気象庁数値予報課） 

 

１. はじめに  

気象庁では、平成15年度を目途に現行ＭＳＭに代わる

水平分解能10km前後の非静力学数値予報モデルの現業運

用を計画している。このため、気象研究所／数値予報課

統一非静力学モデル (MRI/NPD-NHM) の並列版をベースと

した現業用非静力学メソモデル（ＮＨＭ）の開発が気象

研究所の協力も得て数値予報課を中心として行われてい

る。メソモデルの性質上、迅速に予報結果を配信するこ

とが求められており、データ同化を含めたモデルの計算

時間には厳しい制約があり、一方で現業モデルとして高

いレベルでの計算安定性も要請される。 

MRI/NPD-NHMはセミインプリシットスキーム(HI-VI法)、

スプリットイクスプリシットスキーム (HE-VI法)、非弾

性スキーム（AE法）の３種の力学コアを持っているが、

現業モデルとしては、気象庁数値解析予報システムに採

用されている分散主記憶型並列計算機 (SR8000)上の計

算効率を考慮してHE-VI法を用いる予定で開発を進めて

いる。MRI/NPD-NHMに組み込まれたHE-VI法は、タイムス

テップ数秒の雲解像モデルとしての利用を想定して定式

化されたものだったため、水平分解能10km程度で時間刻

みを30-40秒程度にとって安定に動作させるためにいく

つかの工夫を行っている。 

 

２．重力波のスプリット 

現業モデルの場合、安定な時間刻みを決める上で大き

な障害になるのが高周波ノイズとしての重力波成分であ

る。MRI/NPD-NHMのHE-VI法では、小さな時間刻み∆τでU
とVについて前方積分 
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WとPについては後方積分 
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を行っている。前方積分と後方積分の間に温位の予報式

を入れ、浮力を評価し直すことで重力波をスプリットす

る。基本場鉛直移流の項を小さな時間刻みで評価すると 
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となる。ＮＨＭでは移流項はフラックス形式で書かれて

いるため、基本場鉛直移流項の分離に向いていない。そ

こで温位についてのフラックス型の移流項をそのまま用

い、大きな時間刻みの値と小さな時間刻み内での値の差

の基本場鉛直移流を評価することとし、温位の積分を以

下のように変形する。 
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ここで温位の式の第２項は、雲物理過程の計算で一度仮

の時間積分をして求めておき、第１項は一次風上差分で

評価する。上式は温位については forward 型の積分にな

っているが、Leap-frog 型の小さな時間刻みに対して中央

差分で評価するオプションも作成した。 

 

３．発散抑制フィルター 

冬場に上層風速が増大すると音波モードが不安定を起

こし、ジェット軸直下の気圧場に大きな乱れが発生する

ケースが生ずることがあった。この不安定モードの解消

のために、運動方程式に発散抑制フィルター 
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を用いるようにした。フィルター係数としては、線形安

定条件から格子間隔に応じて求まる最大値の 1/2 を用い

て、水平方向により強くかけるようにしている。 

 

４．移流のスプリット 

非静力学モデルの場合、安定な時間積分を行うための

時間刻みを決める要素として、音波や重力波などの高周

波モードの他に、水平・鉛直のCFL条件があり、強い対

流不安定性降水が生じるケースでは鉛直のCFL条件がク

リティカルになる。また重力波についても、２．の方法

（大きな時間刻みと小さな時間刻み内での温位の基本場

鉛直移流の差を一次風上差分で評価する）では、大振幅

内部重力波が卓越しやすい水平風が強く明瞭な逆転層が

存在するようなケースでは、安定化が十分でない場合が

あることが分かった。このため、小さな時間刻みで移流

項を再評価するスキームを開発しテストしている。 

移流スプリットを行う場合、移流項を毎回小さな時間

刻み毎に計算し直すことが考えられる。しかしながら、

ＮＨＭでは、移流計算に有限差分に伴うにせの極大極小

を抑えるフラックスコレクション（移流補正スキーム）

が設定されており、また高次の差分式など高精度化のた

めの改変も開発中で、∆τで毎回移流項フルを計算するの

は経済的ではない。そこで、フラックスコレクションを

用いない低次の差分形式（フラックス形式中央2次）に



よる移流寄与分のみを∆τで評価して、移流項を下式で補

正することにした。 
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ここで ADV(kt)はタイムステップ kt でのフラックスコレ

クションを含む高次差分形式での移流、ADVL(kt)と
ADVLτはそれぞれタイムステップ kt と∆τ 毎の低次（２

次）スキームによる移流の値である。この補正は、大き

な時間刻み∆t と∆τ の比を ns=2 ∆t /∆τ とするとき、ns/2+1
から ns-1 の間のみで行うことにする（１図は ns=7 の場

合）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１図 

W の式は 
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となる。現行では上記スプリットは運動量（U,V,W）と

温位について行っている。２．と同様に温位の式の時間

変化項は、雲物理過程の計算で一度仮の時間積分をして

求めるが、飽和調節・タイムフィルターなどはθ (kt+1)の
値が再計算されてからかけるように変更した。 

 

５．乱流モデル 

大きな時間刻み40秒の積分では、成層が対流不安定で

鉛直流が大きくなる場所で乱流エネルギーが暴走してモ

デルが正常終了しないことがあった。MRI/NPD-NHMでは、

乱流モデルに用いられる自由大気中での長さのスケール

を格子間隔の相乗平均で決めているが、水平分解能10km

では単位格子が極端に扁平で、自由大気中の混合距離が

大きくなり過ぎて、一旦乱流エネルギーが極端に大きく

なると生成項の過大評価と消散項の過小評価をもたらし、

正のフィードバックに歯止めがかからなくなっていた。

このため、自由大気中での長さのスケールに上限値（現

状は2000m）をセットするとともに、粘性消散項の係数

を Deardorff(1980) の も の か ら Moeng and Wyngaard 

(1988)のものに変更した。 

 
large time step 2∆t 

ns/2+1 ns-1 kt+1 kt-1 
 

６．結果と今後の課題 
small time step 

∆τ 
２図に、StMIPで用いられたU=10m/s, N=0.02/sの一様

大気に、高さ100ｍ半値幅30kmの三次元のベル型の山を

おいた場合の水平分解能10kmでの定常山岳波のシミュレ

ーションを示す。これまでのHE-VI法では∆t=40秒で重力

波の不安定が生じているが、移流をスプリットした場合

では∆t=50秒で安定に積分ができている。９月からは、

数値予報課で行っているＭＳＭ領域を対象とする試験ラ

ンにおいて、４次と５次の水平差分（藤田、本講演）と

の組み合わせで∆t=40秒のテストを開始している(ns=7)。

今後もテストを継続して安定性・効率性・精度などを評

価していく必要がある。 

ADV(kt) 
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藤輝之・永戸久喜の各位に、乱流モデルに関して防衛大

学校の中西幹郎さんにお世話になりました。 
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２図 U=10m/s, Ｎ＝0.02/sの一様大気に高さ100ｍ半値幅30kmの三次元のベル型の山をおいた場合

の水平分解能10kmでの定常山岳波のシミュレーション。 左）これまでのHE-VI法。∆t=40秒、２

時間後。右）移流をスプリットした場合。∆t=50秒、10時間後。 


